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1 ｢新しい働き方｣ への問題提起

今日, 雇用と非雇用の就業形態の間にあるグレーゾー

ンが急速に拡大してきている｡ とりわけ, 雇用と自営

業の間のグレーゾーン, 雇用とボランティアの間にあ

るグレーゾーンの拡大が顕著になってきている｡

雇用と自営業の間では, 二つの方向からこのグレー

ゾーンが拡大していると本書では分類している｡ 一つ

は雇用の形態の拡大であり, もう一つは自営の形態の

拡大である｡

雇用の形態の拡大では, 企業において裁量労働制や

在宅勤務などの導入で, 勤務時間や勤務場所の拘束が

ゆるい就業形態がひろがっている｡ 一方, 自営の形態

の拡大では, 特定企業からの経済的依存度が高い業務

委託契約者が増えており, ｢雇用｣ の要素を持ってい

る就業形態 (｢雇用的自営｣ と本書では分類している)

がひろがっている｡ フランチャイズのオーナー, 芸能

人, プロスポーツ選手, ソフトウェアのプログラマー

やシステムエンジニア, SOHO などの自営型テレワー

カーなどである｡

雇用とボランティアの間では, いわゆる ｢有償ボラ

ンティア｣ として, 従来より議論されてきた領域が,

子育て支援分野などでの政府の政策などもあり, ここ

数年いっそう拡大してきている｡

これらのグレーゾーンにある就業形態は, ｢新しい

働き方｣ として注目を集め, 今後, さらに増加が予想

されている｡

本書は, このグレーゾーンのうち, 雇用的自営と有

償ボランティアの二つに焦点を当て, その実態, 社会

的背景, 労働の多様化の国際的状況の中での位置づけ,

労働法上やセーフティネットの問題点, そして, 今後

必要となる能力開発や政策などを検討したものである｡

このようなグレーゾーンである雇用的自営業者と有

償ボランティアは, 従来, ｢労働者｣ としては扱われ

てこなかった｡ そのため, 労働法の対象にもなってこ

なかったし, 社会的セーフティネットも十分用意され

てこなかった｡

本書では, このような現状に対して, 労働法の適用

外におくという現状のままでいいのか, それとも, こ

のようなグレーゾーンの就業者に関しても ｢労働者｣

として認めて労働法を広く適用していくべきか, ある

いはそのどちらでもなく, 新しい就業の形態として独

自の立法政策を講じるべきなのか, という三つの選択

肢のどれが今後求められるのか, ということが基本的

な問題意識となっている｡

2 本書の意義

評者は, NPO 政策に長年かかわってきた者である｡

そこで, ここでは, 本書の ｢有償ボランティア｣ に関

する部分を中心に本書の意義について述べたい｡

有償ボランティアの問題は, 1980 年代半ばごろか

ら起こってきており, 1990 年代に, 住民参加型の在

宅福祉サービスが全国に波及していく中で, 全国化し

ていった｡

この問題は, 複雑で, ボランティア活動者が謝礼等

の一定の活動の見返りを受けるタイプのものと, 活動

にかかった交通費などの実費弁済を活動者が受けるタ

イプのもの, そして, ボランティア活動者は何ら金銭

的支給は受けないのであるがボランティア団体がサー

ビスを有料で提供するタイプのものなどが, ボランティ

ア活動の現場では未整理のまま議論され, その状態が
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長らく続いていた｡

ボランティア活動者が自身の活動に対してなんらか

の金員の支払いを受けることと, ボランティアが活動

している団体がなんらかのサービスの対価を受け取る

ことが混同されたまま議論が進んだのである｡

戦後, ｢ボランティア活動は無償の活動である｡ だ

から尊い｣ という考えが日本では広く受け入れられて

おり, このどちらにおいても, ｢ボランティアなのに

お金をとる｣ ということへの倫理的な批判が, ｢有償

ボランティア｣ の問題の中核をなしていたのである｡

この議論においては, ｢真のボランティアとは無報

酬の活動であるべきだ｣ ｢労働の対価を受け取るなら

ばボランティアとは呼べないのではないか｣ という批

判が, 自発性・無償性を重視するボランティアグルー

プからなされ, 主にボランティアセクター内部だけで

この議論が展開されてきていた｡ そのために, 労働法

や契約法などからの検討や, 労働や就業という社会全

体の関係からの議論はほとんどなされてこなかったと

言ってよい｡ また, 実態調査もほとんどされてこなかっ

た｡

本書の意義は, そのような状況において, 有償ボラ

ンティアの実態を数量的に把握する試みをしたことと,

憲法や労働法などさまざまな法律, そして, 国際的な

雇用や労働に関する動向を検討することで, ｢有償ボ

ランティア｣ の議論の地平を革新しようとしているこ

とにある｡

単なる倫理的・心情的議論から, 労働・社会政策と

しての議論へと, 転換を図ろうとする労作である｡

NPO に携わる研究者・実務家, ボランティア活動

の推進者, 労働政策を研究する者にとっては, 必読の

書であることは間違いない｡

3 有償ボランティアに関するハイライト

有償ボランティアに関して, 本書の注目すべき点は,

大きく分けると 3 点ある｡

第一が, NPO 法人における有償ボランティアの実

態を実証的に分析した点である｡

NPO 法人に対して行ったアンケート調査によって,

以下の点が明らかになったことの意義は大きい｡

・有償ボランティアがいる団体は, NPO 法人のうち

約 37％を占める｡

・ 3 年前と比べると, 3 割の団体で有償ボランティア

の数が増えている｡

・約 3 割の団体が, 今後有償ボランティアを増やそう

としている｡

・有償ボランティアに関する支給に関しては, ｢(交通

費などの) 活動経費の実費支給｣ をしているのが全

体の約 6 割, ｢謝礼的な金銭の支払い｣ をしている

団体が全体の約 4 割, ｢活動経費の一定額支給｣ を

している団体が約 3 割となり (複数回答方式), こ

の三つに集中している｡

・｢労働者性｣ の判断基準である五つの要件 (指揮監

督関係の有無, 報酬の性格と額, 指示に対する諾否

の自由, 時間などの拘束性, 公租などの負担関係)

で調べると, 有償ボランティアには, 労働者性の濃

いタイプのものから極めて薄いタイプのものまでさ

まざまあり一概には論じられない｡

・有償ボランティアの労働者性については, 非正規職

員と比べると薄いと見られるが, ｢正規職員あり｣,

｢ヒューマン・サービス型｣, 年間収入が 3000 万円

以上の NPO 法人の有償ボランティアに関しては,

非正規職員と比較して一概には薄いとは言い切れな

い｡

・NPO 法人の過半数が ｢最低賃金を守るべき｣ と考

えているが, 同時に, 9 割以上の団体が ｢適用は難

しい｣ と考えている｡ その最大の理由として 6 割の

団体が ｢財政的に苦しく人件費の捻出が難しい｣ こ

とを挙げている｡

注目すべき第二の点は, 有償ボランティアに関して,

労働法上の適用の可能性について綿密な検討を行った

点である｡

有償ボランティアは, ｢労働者｣ といえるかどうか

という問題である｡

本書では, 憲法, 社会・労働関係法, NPO 法など

の法律に書かれた ｢労働者｣ の定義から, ボランティ

アをどう捉えるべきかについて, 極めて広範な検討を

行っている｡

結論は, 一つの考え方としてではあるが, ボランティ

アは一般的には ｢労働者｣ には該当しないが, すべて

がそうであるとは言い切れないというものである｡

そのため, 従来の ｢労働者｣ や ｢使用される｣ とい

う定義や解釈からは明確な扱いが決められず, むしろ
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新たな立法的措置が必要になってきているという見解

が示されている｡

注目すべき第三点は, 新しく ‶経済的依存性" とい

う概念を導入して, そのもとで, 経済的依存性のある

ボランティアとないボランティアにそれぞれ別個に社

会法を適用していくことを提言している点である｡

これまで, ボランティアに関する議論は, 一面的で,

一括して行われてきたが, より実態を踏まえた上で丁

寧で新しい視点からの政策議論の必要性を要請したも

のと評価できる｡

4 これからの課題

本書は, 明らかにこれまでのボランティアセクター

で行われてきた ｢有償ボランティア｣ に関する倫理的・

形而上学的な議論を, 社会全体の法制度の中に位置付

け直そうという画期的な試みであり, その基礎作業と

して高く評価できるものである｡

しかし, 残された課題もまた大きい｡

とくに本書の研究が, 雇用や労働という視点が中心

となっていることは, 不満が残る点である｡ たしかに,

ボランティア活動においては, 労働的な側面が強いタ

イプがある一面, 個人の社会参加や幸福の追求という

側面もあり, また, 思想信条の表現という側面もある

ことを忘れてはならない｡

本書の第 7 章では, 憲法 27 条の ｢勤労者の権利

(すべて国民は, 勤労の権利を有し, 義務を負う)｣ に,

今後のボランティア活動の基礎をおいて, 新しい社会

政策を検討すべきであると提言している｡ だが, 憲法

との関連でいうならば, ボランティア活動は, 国民の

幸福追求権や思想・良心の自由, そして表現の自由な

どにも関係する活動であると考えられる｡

ボランティア活動に関しては, さらに広範な社会法

やこれからの社会のあり方, 寄付などとの関連からも

検討していくべき課題といえるだろう｡

また, 経済的依存性が高く, 自身の労務の提供から

対価を得ることを目的とした活動を本当にボランティ

アと呼んでいいのかどうかも議論されるべきではない

だろうか｡
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